
事業所名

このチェックリストを頭にして、この順番どおりに提出してください。

※　各書類は、Ａ４版にサイズを揃えてください。

法人 個人

1

6

7
追加
のみ

8
追加
のみ

提出する時は１４も提出

9
追加
のみ

提出する時は１５も提出

10

・個人事業者で、被保佐人（被補助
人／未成年者）である場合に提出す
ること。
・申請日前３か月以内に作成したも
の。

11

12

13

14
追加
のみ

15
追加
のみ

商号又は
名称

技術者資格一覧表（様式第８号）

許可、登録等に係る証明書等の写し

同意書（様式第３号）　※該当する場合に必須

新座市入札参加資格審査申請入力票（様式第４号）

申請業種確認票（様式第５号）

技術者の資格情報の写し

営業許可等一覧表（様式第７号）

…必須書類

新座市入札参加資格審査申請書（様式第１号）

履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明書【写し可】

身分証明書【写し可】

法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（その３の３）
【写し可】

営業経歴書（様式第２号）　※任意様式も可

１１～１５は、まとめて横向き
左上１か所をホチキス留めして
提出してください（厚い場合は
クリップ等でも可）。

備考追加
変更

2

3

№
チェック欄

4

新規登録

申請業種入力票（様式第６号）

所得税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書（その３の２）
【写し可】

①　所得税確定申告書

②　所得税青色申告決算書（いずれの場合も全頁）

代理店、特約店等の契約書又は証明書の写し

書類

5

証明書は申請日前３か月以
内に発行されたものを提出
すること。

確定申告書等の写し

財務諸表の写し

①　貸借対照表　②　損益計算書

③　株主資本等変動計算書（又は利益処分計算書、損失処理計算書）

・法人は申請事業所にかかわらず、
新座市内に事業所がある場合。個人
は新座市在住の場合
・証明書は申請日前３か月以内に発
行されたものを提出すること。

法人市民税の納税証明書（直近１年分）
【写し可】

市県民税の納税証明書（直近１年分）
【写し可】

提出書類チェックリスト 【追加申請（新規・業種追加・業務変更）】



様式第１号

（申請先）　新座市長

↓１か２のいずれか該当する方に○を付けること。 業者番号 ３

１．　令和７・８年度において、新座市で行われる物品の購入等に係る入札に参加する資格の審査を申請します。
（業種追加・業務変更の場合は、業者番号を記入）

２．　私は受任者として、令和７・８年度において新座市で行われる物品の購入等に係る入札に参加する資格の審査を申請します。

なお、この新座市入札参加資格審査申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

〔申請者又は受任者〕

商号又は名称 事業所名

申請事業所の
代表者役職名

申請事業所の
代表者氏名

申請事業所の
所在地又は住所

　私は上の者を代理人と定め、令和7年11月1日から令和9年3月31日までの物品等の入札参加資格登録に係る下記の権限を委任します。

（委任事項） 〔委任者〕　

所在地又は住所

商号又は名称

代表者役職名 代表者氏名

〒

本店の所在地と登記上の所在地が
異なるときの登記上の所在地

〒

新座市入札参加資格審査申請書【追加申請（新規・業種追加・業務変更）】
令和　　年　　月　　日

（申請事業所が本店の（代表）取締役の場合、支店・営業所を有しない
場合は、「本店」としてください。）

１ 入札参加資格申請に関すること。
２ 入札及び見積りに関すること。
３ 契約の締結に関すること。
４ 契約の履行に関すること。

５ 代金の請求及び受領に関すること。

６ 復代理人の選任に関すること。
７ 前各号に付帯する一切のこと。

※ 申請事業所が本店の（代表）取締役の場合（権限を委任しない場合）、事業所代表者印は必ず印鑑証明と同じ印鑑を使用して

ください。それ以外の印鑑は使えません（ただし、印鑑証明の添付は不要です。）。

※ 申請事業所が本店の（代表）取締役以外の場合（権限を委任する場合）には、使用印鑑は、役職印（支店長印、営業所長印等）

を使用してください。役職印がない場合は、支店印等と併せて支店等の代表者個人印を使用してください。

※ 法人事業所の場合、使用印鑑は、社印のみ、代表者個人印のみは認めません。この場合は、社印と併せて代表者個人印を押

印してください。

※ 使用印鑑と事業所代表者印が同じ場合はそれぞれに同じ印を押印してください。

以下は、申請事業所が本店の（代表）取締役以外の場合に記入すること。

使用印鑑事業所代表者印

法人実印（代表者印）



様式第２号

業種コード 業種名称 商号又は名称

※　申請業種ごとに、様式第５号の業種コードと業種名称を記入し、作成してください。

完了・完了予定年月
（納入・納入予定年月）

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

※　実績がない場合は、提出は不要です。
※　申請事業所としてではなく、会社等の組織全体の実績を記入してください。
※　申請日から過去２年間の完了（納入済）業務又は直前２年間に契約を締結し、履行期間中（納入期限前）の業務のうち主要なものを任意で記入してください。
※　官公庁の発注、民間発注のどちらも記入できます。
※　独自様式に代えることができます。ただし、この様式で指定している項目を概ね満たしているものに限ります。
※　提出は、１業種につき最大２枚までとしてください。

営　　業　　経　　歴　　書

発　　注　　者
業務名
（品名）

受注金額

(税込・千円)

履行期間又は納入年月

開始年月
（契約年月）

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月

年　　月



様式第３号

（申請先）新座市長

○同意事項
　令和７・８年度物品等競争入札に係る次の行為を行うこと。
　⑴　入札及び見積りに関すること。
　⑵　契約の締結に関すること。
　⑶　契約の履行に関すること。
　⑷　代金の請求及び受領に関すること。
　⑸　復代理人の選任に関すること。
　⑹　前各号に付帯する一切のこと。

同　意　書

　私は下記の被保佐人（被補助人／未成年者）の保佐人（補助人／法定代理人）として、被
保佐人が令和７・８年度物品等競争入札参加資格審査への申請を行うことに同意します。
　また、被保佐人が令和７・８年度物品等競争入札参加資格を得た後は、被保佐人を適切に
援助し、被保佐人が下記の行為を行うことに同意します。

記

　被保佐人　　住所・所在地
（申請者）　　商号又は名称
　　　　　　　氏　　　　名

　保佐人　　　　　　　　　（〒　　　－　　　　）
　　　　　　　住所・所在地
　
　　　　　　　氏　　　　名

※１　申請者が個人事業者で、被保佐人、被補助人又は未成年者である場合は、必ず提出し
　　てください。
※２　下線部分は、適宜書き換えを行ってください。

令和　　　年　　　月　　　日　



様式第４号

（業種追加・業務変更の場合は、業者番号を記入） 　　　　　　　　（↓記載しないこと）

業者番号

申請事業所名

代表者
氏名

申請事業所
代表者役職名

申請事業所
代表者氏名

（法人のみ記入。１３桁の番号）

電話番号 ＦＡＸ番号

E-mail

法人　・　個人

年　

※　有、無、（適用）除外のいずれかを○で囲む。

※　行政書士が代理で申請するときはこの欄に記入
行政書士記載欄

氏名 連絡先電話番号

社会保険の
加入の有無

主たる業種
※　該当するものの番号を○で囲む。
※　複数業種を有する場合は売上高により主たる
　業種を決定してください。

申請事務担当者
所属 氏名 連絡先電話番号

資本金 千円 事業者区分
※　資本金は千円単位で記入
※　事業者区分はどちらかを○で囲む。

従業員数 名　 営業年数
※　従業員数は常勤の役員、使用人の数を記入（非常勤役員、非常勤職員、アルバイトは除く。）
※　営業年数の１年未満は切り捨てて記入（ただし営業年数が１年未満のときは１年とする。）

電話番号 ＦＡＸ番号

E-mail

※　法人の種類を表す名称も省略しないで記入してください。（例：㈱⇒株式会社）
※　フリガナは、法人の種類を表す名称（例：ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼﾔ等）は除き、「ｯ」等の促音は大文字
　「ﾂ」で記入し、「・」は除いてください。（例：　ﾋｯﾄ・ｴﾝﾄﾞ・ﾗﾝ株式会社　⇒　ﾋﾂﾄｴﾝﾄﾞﾗﾝ）
　

（申請事業所が本店の（代表）取締役の場合、支店・営業所を有しない場合は、事業所名を「本店」とし、事業
所代表者役職名以下、★印のついている欄の記載は行わないでください。）

代表者
役職名

所在地
又は住所

〒

所在地
又は住所

〒

法人番号

新座市入札参加資格審査申請入力票【追加申請（新規・業種追加・業務変更）】

３

フリガナ

商号又は名称

１ 製造業、建設業、運輸業その他の業種
３ サービス業（６以外のサービス業）
５ ゴム製品製造業
７ 旅館業

２ 卸売業
４ 小売業

６ ソフトウェア業又は情報処理サービス業
８ 協同組合

本 支 本 支 本 支 本 支
その他

市内 近隣 県内甲 県内乙

★

★

★

★

★

★

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
有・無・除外 有・無・除外 有・無・除外



様式第５号

大
分
類

申
請
・
追
加
・

変
更
業
種
に
○

業
種
コ
ー
ド

業種名称
大
分
類

申
請
・
追
加
・

変
更
業
種
に
○

業
種
コ
ー
ド

業種名称
大
分
類

申
請
・
追
加
・

変
更
業
種
に
○

業
種
コ
ー
ド

業種名称

01 事務用品 千円 15 医薬外薬品 千円
印刷
製本 28 印刷・製本 千円

02 ＯＡ・パソコン 千円 16 家具 千円

03 電気・通信 千円 17 室内装飾 千円
リース

レンタル 29
リース・
レンタル

千円

04
学校・

保育用品
千円 18

衣料・
寝具・靴

千円

05 音楽用品 千円 19 看板・標識 千円 30 建物管理 千円

06 運動用品 千円 20 燃料 千円 31 保守点検 千円

07
医療・保健・
衛生用品

千円 21 贈答品 千円 32
検査・測定・

調査
千円

08
介護・

福祉用品
千円 22 選挙用品 千円 33 情報処理 千円

09 厨房用品 千円 23 雑貨 千円 34
その他

業務委託
千円

10
防災・

防犯用品
千円 24 建設資材 千円

11 写真 千円 25
上下水道
資材

千円 その他 35 その他 千円

12 自動車 千円 26
園芸・

造園用品
千円

13 機械器具 千円 27
その他

物品販売
千円

14 図書 千円

販
売

販
売

業務
委託

申請事業所 商号又は名称 事業所名

入札参加資格審査の申請業種に○を付けてください。
申請業種の数に制限はありませんが、むやみに本来の業務以外の業務を申請することは差し控えてください。
申請業種の、会社等の組織全体における直近の決算の売上高を千円単位で記入してください。
申請業種について、「申請業種入力票」（様式第６号）に希望する細目、取扱品目、業務内容等を記入し、併せて提出してください。
※　申請業種の内容は、申請業種入力票により確認してください。

申請業種確認票【追加申請（新規・業種追加・業務変更）】

売上高
（申請業種のみ）

売上高
（申請業種のみ）

売上高
（申請業種のみ）



様式第７号

申請するのに許可・資格等が必須の業種
　以下の業種には許可等が必要です。登録する場合、チェックを入れ、許可証等の写しを提出してください。

　申請日現在有効な証明書等が提出できない場合は、更新前の証明書等の写し及び更新申請書の副本（行政庁の受理印のあるもの）の写しを提出してください。

大分類 大分類

01 医療機器 □　医療機器販売業 □　医薬品販売業 □　産業廃棄物収集運搬業（埼玉県の許可）

（※１） □　薬局開設者 □　高度管理医療機器等販売業 23 □　産業廃棄物処分業

□　医薬品販売業 □　薬局開設者 24 □　特別管理産業廃棄物収集運搬業

□　毒物劇物販売業 □　特別管理産業廃棄物処分業

09 自動体外式除細動器 31 保守点検 09 浄化槽保守点検 □　浄化槽保守点検業（埼玉県の登録）

□　毒物劇物販売業 □　高圧ガス販売事業 12 計量調査 □　計量証明事業

□　動物用医薬品販売業 13 健康診断 □　病院開設許可 □　診療所開設届

05 農薬 □　農薬販売業 23 旅行代理業務 □　旅行業

□　液化石油ガス販売事業 □　一般ガス事業・ガス小売事業 □　一般乗合旅客自動車運送業 □　一般貸切旅客自動車運送業

燃料 □　簡易ガス事業 □　揮発油販売業 □　一般乗用旅客自動車運送業 □　特定旅客自動車運送業

（※２） □　石油販売業 □　小売電気事業 27 貨物運送 □　一般（特定）貨物自動車運送業

26 園芸・造園用品 03 肥料 □　肥料販売業 31 クリーニング □　クリーニング業

リース・レンタル 29 リース・レンタル 08 医療機器 □　医療機器貸与業 □　高度管理医療機器等貸与業 34 人材派遣 □　（一般）労働者派遣事業許可

04 浄化槽清掃 □　損害保険業（又は損害保険代理店登録の証明）

□　自動車共済事業

02 不用品買受 □　古物商営業

（※１）　品目によっては、許可、届出は不要です。

（※２）　販売数量によっては、届出不要の場合があります。

その他
　以下の許可等は、必須ではありませんが、証明書をお持ちであることを登録する場合、チェックし、許可書等の写しを提出してください。

　また、その他の業務について、許可、登録等がある場合は、表に記入し、許可証等の写しを提出してください。

大分類 業種名称

□　環境衛生総合管理業 □　飲料水貯水槽清掃業

□　建築物清掃業 □　飲料水水質検査業

□　排水管清掃業 □　空気環境測定業

□　ねずみ昆虫等防除業

34 その他業務委託 20 給食 □　飲食店営業

その他
業務委託

26 旅客運送

業務委託

営業許可等一覧表

申請事業所 商号又は名称 事業所名

30 建物管理 産業廃棄物

許可・登録等

検査・測
定・調査

建物管理

細目区分

保険01
その他35

32

34

許可・登録等

販売

07
医療・保
健・衛生
用品

□　高度管理医療機器等販売業

20 ―

業種名称

06 医薬品

15
01 工業用薬品

業種名称 細目区分

医薬外薬
品

12 機械警備

業務委託 30

□　警備業認定証と埼玉県公安委員会への機械警備業
　 届出

13 人的警備 □　埼玉県公安委員会以外の警備業認定証・
　　埼玉県公安委員会への営業所設置等届出

□　埼玉県公安委員会の警備業認定証

―30 建物管理
業務委託

業種名称 細目区分

その他

許可・登録等細目区分許可・登録等

□　浄化槽清掃業（朝霞地区一部事務組合の許可）



様式第８号

業務 № 資格名称 業務 № 資格名称 業務 № 資格名称

1 建築物環境衛生管理技術者 人 40 第一種冷凍機械責任者 人 130 第一種電気工事士 人

2 ビル設備管理技能士 人 41 第二種冷凍機械責任者 人 131 第二種電気工事士 人

3 ビルクリーニング技能士 人 42 第三種冷凍機械責任者 人 132 技術士（衛生工学部門） 人

4 貯水槽清掃作業監督者 人 133 技術士（環境部門） 人

5 防除作業監督者 人 135 環境カウンセラー 人

6 浄化槽管理士 人 51 旅程管理主任者 人 136 計量士（一般・環境） 人

7 浄化槽設備士 人 137 自動車整備士 人

138 中古自動車査定士 人

60 栄養士 人 139 危険物取扱者 人

61 調理師 人 140 毒物劇物取扱者 人

11 警備員指導教育責任者 人 印刷 70 製版、印刷、製本技能士 人 141 技術士（製造に関する部門） 人

12 機械警備業務管理者 人 80 舞台機構調整技能士 人 143 クリーニング師 人

20 消防設備士 人 81 イベント業務管理者 人 144 介護支援専門員 人

21 消防設備点検資格者 人 82 火薬類製造保安責任者 人 145 介護福祉士・社会福祉士 人

22 昇降機検査資格者 人

23 自動ドア施工技能士 人

24 冷凍空気調和機器施工技能士 人 91 技術士（情報工学部門） 人

25 作業環境測定士 人 文書 100 文書情報管理士 人 人

26 特殊建築物等調査資格者 人 110 翻訳検定１・２級 人 人

27 建築設備検査資格者 人 111 通訳士 人 人

28 特級ボイラー技士 人 120 第一種電気主任技術者 人 人

29 １級ボイラー技士 人 121 第二種電気主任技術者 人 人

30 ２級ボイラー技士 人 122 第三種電気主任技術者 人 人

31 ボイラー整備士 人 123 電気通信主任技術者 人 人

その他

（資格名称を記入してください。）

翻訳・通訳

その他

情報処理
90

情報処理技術者試験
（国家資格）合格者

人
この表にないその他の技術職員

人

警備

10
警備員検定（施設警備、雑踏警
備、交通誘導警備、貴重品運搬

警備）合格者１、２級
人

給食

イベント等

保守

清掃

保守

旅行

50
自動車運送事業の

運行管理者（貨物、旅客） 人

52
旅行業務取扱管理者
（総合、国内）

技術者資格一覧表

商号又は名称

下記の資格について登録を希望する場合は、申請日現在の有資格者の人数を記入してください。
また、技術者の資格証の写しを提出してください。（各資格につき代表者１人分のみ）
※　登録は任意ですので、希望しない場合は、提出する必要はありません。
※　この様式を提出せずに、技術者の資格者証の写しを提出するのみでは、登録を行いません。

人数 人数 人数


